	令和５年度　運営指導事前調書
指定居宅介護支援
（作成基準日　　　　　　　　年　　月　　日）

事業所名

事業所住所
事業所番号
電話番号
記載担当者
職　：　

氏名　：　



1　職員に関する調べ　（基準日現在）

	氏　　　　　名
	当該事業所

における

職種
	兼務先
及び職種
	Ａ　職員の１週間の

勤務時間
	Ｂ＝Ａ÷Ｃ

(小数点以下第２位まで)
	当該事業所で勤務を始めた日
	現在の職種に

就いた日
	辞令交付

又は

雇用契約
	資格及び
資格取得年月日
（事業所保管の写しで確認）

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	名
	
	
	
	
	
	
	
	


	Ｃ：就業規則で定めた１週間の勤務時間（３２時間を下回る場合は３２時間とする。）
	

	
	時　間


記入要領
①　「当該事業所における職種」　⇒「さいたま市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例（平成２６年１２月２２日さいたま市条例第８７号）」の規定に基づく職種を記入してください。
②　「兼務先及び職種」　⇒　他の事業所の職務にも従事している場合に記入してください。　（併設事業所の場合は、併　と記入。）
③　「Ａ　職員の１週間の勤務時間」　⇒　事業所における職種別の勤務時間を記入してください。　（勤務形態が不規則な場合は、１週間の勤務時間に換算。）
④　「辞令交付又は雇用契約」　⇒　従業者の任免を書面で行っていない場合は、「無」と記入してください。

　※　職員名簿等の既存資料がある場合は、当該資料を提出していただいても構いません。　その場合においては、必ず上記の記載項目と同様の項目を記載してください。
記入例
	氏　　名
	当該事業所

における

職　　　種
	兼務先

及び職種
	Ａ　職員の

１週間の

勤務時間　
	B＝Ａ÷C（小数点以下第２位まで）
	当該事業所で

勤務を始めた日
	現在の職種に

就いた日
	辞令交付

又は

雇用契約
	資格等及び資格取得年月日（事業所保管の写しで確認）

	○○　○○
	管理者兼主任介護支援専門員
	―
	４０時間
	１
	Ｈ１０．４．１
	Ｈ１２．１０．１
	辞令
	介護支援専門員

Ｈ１２．５．１
主任介護支援専門員研修
H２８．１１．１

	□□　□□
	介護支援専門員
	―
	２５時間
	０．６３
	Ｈ１３．６．２
	Ｈ１３．６．２
	雇用契約
	介護支援専門員

Ｈ１２．５．１

	〃
	―
	 eq \o\ac(○,併)○○訪問介護

訪問介護員
	１５時間
	０．３７
	―
	―
	雇用契約
	ヘルパー研修１級

Ｈ６．４．１


	Ｃ：就業規則で定めた１週間の勤務時間（３２時間を下回る場合は３２時間とする。)
	４０

	
	時　間


２　各種書類等の整備状況　

	記載項目

書類種別
	事業目的

運営方針
	職員の
職種、員数

及び職務の内容
	介護支援

専門員の

勤務体制
	営業日

営業時間
	サービスの提供方法、内容
	サービスの利用料

その他の費用の額
	通常の

事業の

実施地域
	虐待の防止のための措置
	秘密の

保持
	事故発生時の対応
	苦情処理の体制
	その他

運営に

関する

重要事項

	運営規程
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	重要事項

説明書
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


記入要領
・　書類ごとに、各項目の記載がある場合は「○」、記載がない場合は「×」を記入してください。　（網掛けがない欄は必須項目、網掛けがある欄は任意項目です。）

３　内容及び手続の説明及び同意等
　・　サービス開始に当たり、あらかじめ行う説明と、利用者及び家族の理解等の有無　　　　
　　（1）　複数の居宅サービス事業者等の紹介を求めることや、居宅サービス計画原案に位置付けた居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求めることが、可能であるこ
とについて文書を交付して、説明を行い理解したことについて利用者から署名を得ている　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　有　　・　　無　　）
 （2） ①　前6か月間に作成した居宅サービス計画の総数のうち、訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、地域密着型通所介護がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画数が占める割合
　　②　前6か月間に作成した、居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、地域密着型通所介護ごとの回数のうちに、同一の事業者によって提供されたものが占める割合（上位３位まで）
①、②について、文書を交付して説明を行い、理解したことについて、利用者から署名を得ている　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　有　　・　　無　　）
（3）　病院等に入院する必要が生じた際、担当介護支援専門員の氏名・連絡先を入院先医療機関に提供するよう利用者や家族に依頼している　　　（　　有　　・　　無　　）
４　職員研修の状況　（前年度）

　（１）　内部研修の実施　　　 （　　有　　・　　無　　）
　（２）　外部研修への参加　　（　　有　　・　　無　　）
５　秘密保持等

　（１）　守秘義務（業務上知り得た利用者・家族の秘密を漏らしてはならない）に関する事業所の措置

	
	規定の方法
	退職後の守秘義務の規定の有無

	正規職員
	
	

	臨時・非常勤職員
	
	


（２）　サービス担当者会議等において、利用者・家族の個人情報を使用する場合、利用者・家族からの文書での同意　　　　　（　　有　　・　　無　　）

６　職場におけるハラスメントの防止
　（１）　職場関係者からのセクシュアルハラスメントやパワーハラスメント、利用者・家族からのセクシュアルハラスメントの防止（令和４年４月から中小企業も義務化）
・　職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針の明確化　　　　　　　　（　　有　　・　　無　　）
　・　当該方針の従業者への周知・啓発　　　（　　有　　・　　無　　）
　・　相談等に対応する担当者・窓口の設置　　（　　有　　・　　無　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・　当該担当者・窓口の従業者への周知　　　（　　有　　・　　無　　）
（２）　利用者・家族からの著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）の防止（事業主が雇用管理上行うことが「望ましい取組」）
  ・　相談に対応する体制の整備　　　（　　有　　・　　無　　）
　・　被害者への配慮のための取組　（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対して１人で対応させない等）　　（　　有　　・　　無　　）
　・　被害防止のための取組　（マニュアル作成、研修の実施等）　　　（　　有　　・　　無　　）
７　業務継続計画の策定等　　※　令和6年4月1日より義務化
　・業務継続計画の策定　
　　　　感染症に係る業務継続計画　（　有　・　無　）　
　　　　　　□　平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取り組みの実施、備蓄品の確保等）
　　　　　　□　初動対応
　　　　　　□　感染拡大防止体制（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等）
　　　 当該計画の従業者への周知　（　有　・　無　）　
　　　　災害に係る業務継続計画　（　有　・　無　）
　　　　　　□　平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の対策、必要品の備蓄等）
　　　　　　□　緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）
　　　　　　□　他施設及び地域との連携
　　　　当該計画の従業者への周知　（　有　・　無　）　
・研修及び訓練の実施
	区分
	研修（定期）
	研修（新規職員採用時）
	訓練

	感染症
	　　　　年　　　　月　　　　日
	　　　　　　年　　　　月　　　日
	　　　　　　年　　　　月　　　日

	災害
	
	
	


※ 前年度実績が無い場合は、今年度の実績（予定を含む）を記載してください。

　　行が不足する場合は適宜追加してください。

８　感染症の予防・まん延防止のための措置　　　※　令和6年4月1日より義務化
・「感染症の予防・まん延防止のための指針」の整備　　（　　有　　・　　無　　）
　　□　平常時の対策（事業所内の環境の整備等、ケアに係る感染対策等）
　　□　発生時の対応（発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村の事業所関係課等の関係機関等との連携、行政等への報告等）
・感染対策委員会の開催・研修及び訓練の実施
	感染対策委員会（前年度実績 ※）
	研修
	訓練

	（１回目）
　　　年　　　月　　　　日
	（２回目）
年　　　月　　　　日
	（定期）
有　　・　　無
	（新規職員採用時）
有　　・　　無
	有　　・　　無


※ 前年度実績が無い場合は、今年度の実績（予定を含む）を記載してください。

　　行が不足する場合は適宜追加してください。
９　虐待の防止　　※　令和6年4月1日より義務化
　・虐待防止担当者　（職名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名前）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・「虐待の防止のための指針」の整備　（　有　・　無　）
□　事業所における虐待の防止に関する基本的考え方
□　虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項
□　虐待の防止のための職員研修に関する基本方針
　　　□　虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針
　　　□　虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項
□　成年後見制度の利用支援に関する事項
□　虐待等に係る苦情解決方法に関する事項
□　利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項
□　その他虐待の防止の推進のために必要な事項

・虐待防止検討委員会の開催、研修の実施
	虐待防止検討委員会
（前年度実績　※）
	研修

	　　　　年　　　　月　　　　　　日
	（定期）
　　　有　　　・　　　無　
	（新規職員採用時）
　　　有　　　・　　　無


※　前年度実績が無い場合は、今年度の実績（予定を含む）を記載してください。
　　　行が不足する場合は適宜追加してください。
１０　広告
　・　広告の有無　　（　　有　　・　　無　　）
□　パンフレット、チラシ等
□　ホームページ
□　その他　　（　　　　　　　　　　　　）

１１　苦情処理

　（１）　苦情相談窓口の設置　　（　　有　　・　　無　　）
　（２）　苦情処理の体制・手順等の明確化　（　苦情処理マニュアル等　）　　 （　　有　　・　　無　　）
（３）　苦情内容等の記録
１２　事故発生時の対応
　（１）　事故が発生した場合の対応方法の明確化　（　事故対応マニュアル等　）　　（　　有　　・　　無　　）
　（２）　事故状況・処置の記録　　　　　　　　　（　　有　　・　　無　　）
　（３）　再発防止策の検討の記録　　　　　　（　　有　　・　　無　　）
　（４）　ヒヤリハット事例の記録の有無　　（　　有　　・　　無　　）
（５）　事故事例　（前年度から基準月まで　：　市に報告したもの又は損害賠償保険を適用したもののみ）
	事故発生年月日
	事故の概要
	市への報告年月日
	処理結果・講じた再発防止策

	
	
	
	


１３　サービス事業所との連携
· 居宅サービス計画に位置付けたサービス事業所からの個別サービス計画の受領　　　（　　有　　・　　無　　）
１４　居宅サービス計画の届出　
· 訪問介護（生活援助中心型）の利用回数が統計的に見て通常の居宅サービス計画よりかけ離れている場合の届出　　（　　有　　・　　無　　）
· 区分支給限度基準額の利用割合が高く、かつ、訪問介護が利用サービスの大部分を占める場合であって、市町村からの求めがあった場合の届出　
（　　有　　・　　無　　）
１５　介護報酬の請求状況等

　（１）　適用区分

	
	適　　用　　区　　分

	居宅介護支援費
	Ⅰ（　ⅰ　・　ⅱ　・　ⅲ　）　　・　　　Ⅱ　（　ⅰ　・　ⅱ　・　ⅲ　）


　（２）　請求件数

	　　　国保連請求月
内　　訳　　　　　　
	基準月の前々月
	基準月の前月
	基準月
	摘　　　　　　　要

	
	　　　　　　年　　　月
	　　　　　　年　　　月
	　　　　　年　　　月
	

	当月分（前月にサービスを提供した分）請求件数
	（　　　月提供分）
	（　　　月提供分）
	（　　　月提供分）
	

	
	件
	件
	件
	

	月遅れ請求件数
	件
	件
	件
	

	過誤調整分
	件
	件
	件
	


　　　　記入要領
　　　　・　指定介護予防支援事業者から委託を受けている場合は、当該委託を受けている利用者の数を摘要欄に記入してください。
　（３）　適用加算・減算（基準月の前々月から基準月までの３か月間）
	体制（一律）的な加算減算関係
	個別に算定される加算減算関係

	・　特定事業所加算　　（Ⅰ　・Ⅱ　・Ⅲ　・　A　・ 無　）

・　特定事業所集中減算　　　　　　　　（　有　・　無　）

・特定事業所医療介護連携加算　　　（　有　・　無　）


	・　初回加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　有　・　無　）
・ 入院時情報連携加算　　　　　　　　　　　　　 　（　Ⅰ　・　Ⅱ　・　無　）

・　退院・退所加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　有　・　無　）
・　通院時情報連携加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　有　・　無　）

・　緊急時等居宅カンファレンス加算　　　　　　　　　　　　（　有　・　無　）

・　運営基準減算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　有　・　無　）

・　ターミナルケアマネジメント加算　　　　　　　　　　 　　（　有　・　無　）


１６　サービス利用者一覧表　（基準月の前々月から基準月までの３か月間の利用者について作成）
	番号
	氏　　　　　　　名
	年齢
	要介護度
	住　　　　　　　所
	利用開始

（終了）

年月日
	サービス

担当者

会議開催

年月日
	居宅

サービス

計画見直し

年月日
	医療機関

及び

主治医名
	併設
事業所
利用
	加算減算の有無
	担当
介護支援専門員
氏名

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	初回

加算
	運営基準減算
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


記入要領
　①　利用者名簿等の既存資料がある場合は、当該資料の写しを提出していただいても構いません。　その場合においては、必ず上記の記載項目と同様の項目を記載してください。
　②　「年齢」及び「要介護度」　⇒　記載対象期間中に変更があった場合は、変更前と変更後の内容を記載してください。　（例　年齢「67→68」、要介護度「3→2」）

　③　「要介護度」　⇒　要支援の利用者は　「支１」「支２」　と記載してください。
　④　「利用開始（終了）年月日」　⇒　記載対象期間中に利用を終了した場合は、利用開始年月日のほかに、（　　）書きで利用終了年月日を記載してください。

　⑤　「サービス担当者会議開催年月日」　⇒　直近月の開催日を記載してください。

　⑥　「居宅サービス計画見直し年月日」　⇒　直近月の見直日。行っていない場合は、計画作成年月日を記載し、併せて　「（見直しなし）」　と記載してください。
　⑦　「医療機関及び主治医名」　⇒　医療サービスを計画に位置付けている場合に記載してください。

　⑧　「併設事業所利用」　⇒　同一敷地内にある居宅サービス事業所を利用している場合に　「有」　と記載してください。

　⑨　「加算減算の有無」　⇒　それぞれについて、該当する場合に　「○」　と記載してください。
